
令和３年４月 12日 

各   位 

環境省自然環境局  

生物多様性センター 

 

 

令和３年度再生可能エネルギー資源発掘・創生のための情報システム整備に向けた植生調

査植生図作成委託業務（北海道ブロック１）にかかる質問事項について（回答） 

 

 

＜質問１＞ 

当業務は共同企業体での参加は可能でしょうか。それとも、単体での参加のみ可能な

のでしょうか。 

＜回答１＞ 

本業務では、共同企業体での参加はできませんが、共同事業実施は可能です。共同事

業実施は、代表者を決めていただく必要があり、代表者が、共同事業実施者を代表して、

発注者との折衝、契約の締結、契約代金の請求・受領、その他事業の実施に関して必要

となる一切の事項を執行する権限を有します。 

 

＜質問２＞ 

共同企業体での参加が可能な場合、共同企業体を結成する為の申請方法をご教示いた

だけないでしょうか。 

＜回答２＞ 

共同事業実施を行われる場合は、共同事業実施協定書を提出いただく必要があります。

様式は別添のとおりです。 

 

＜質問３＞ 

仕様書「４．(１)オ.植生判読及び現地調査」において、「整備地域の植生等に知見を

有する有識者等のべ６名日程度に一部同行を依頼し、」とあります。北海道は広域のため、

安全に現地調査を行う観点から移動のみの日程もたびたび発生します。仕様書にある「６

名日」には、実際に現地調査は行わないが謝金、旅費が発生する移動日も含むと考えて

よいでしょうか？ 

＜回答３＞ 

  貴見のとおりです。 

 

 



＜質問４＞ 

仕様書「別紙１ 令和３年度 植生図整備予定地域一覧」に記載されている本業務の整

備予定地域のうち、「新得」、「勝狩峠」、「芦別岳」の３二次メッシュは、既に図化が進め

られています。この３二次メッシュについても、他の整備地域と同様の手法で、現地調

査、図化を行うと考えてよいでしょうか？ 

＜回答４＞ 

ご質問の対象地域「新得」、「勝狩峠」、「芦別岳」は、H22（2010）年度に技術手法検討

「モデル地域における植生図作成の効率化検証」において整備した地域となります。 

同検証では、ALOSオブジェクトベース分類の活用検討等とともに、現地調査を実施して

従来手法による図化の後、再判読により修正した上で公開をしております。一方で、同検

証には実験的な要素が多いことから、今回周辺図幅を整備するにあたり、これらとの不整

合が生じないよう、本業務の仕様であらためて整備することとしたものです。 

 



 

共同事業実施協定書（例） 

 

この協定書は、○○社 社長○○（以下、「甲」という。） と ××社 会長××（以

下、「乙」という。） が環境省発注の次の事業を共同して実施することを目的として締結

する。 

 

件 名 令和○年度○○調査 

 

（代表者および代表者の権限） 

第１条 本協定書に定める共同事業実施者は、甲を代表者とする。代表者は、共同事業実

施者を代表して、発注者との折衝、契約の締結、契約代金の請求・受領、その他事業の

実施に関して必要となる一切の事項を執行する権限を有する。 

 

（共同事業実施体制） 

第２条 本協定書に基づく共同事業実施体制は別紙のとおりとする。 

 

（協定成立の時期および協定期間） 

第３条 本協定は、令和 年 月 日（※発注者と代表者の契約日前日以前の日）に成立

し、本共同実施事業の成果物を発注者へ引渡し、精算事務を終了後、１ヶ月を経過した

日をもって協定期間満了とする。 

２．前項の協定期間は、甲及び乙の合意の元、これを延長することができる。 

 

（権利義務譲渡の禁止） 

第４条 甲及び乙は、この協定によって生じる権利義務の全部若しくは一部を第三者に譲

渡し、又は承継させることはできない。 

 

（守秘義務） 

第５条 本協定書の取扱いについては、当事者間のみの合意事項とし、これを発注者以外

の第三者に漏えいしてはならない。 

 

（紛争又は疑義の解決方法） 

第６条 この協定について、甲乙間に紛争又は疑義を生じた場合には、必要に応じて甲乙

協議して解決するものとする。

別添 



 

この協定成立の証として本書３通を作成し、当事者記名のうえ、各自 1 通を保有し、１

通を発注者である 支出負担行為担当官 環境省大臣官房会計課長 に提出する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

        

甲  所在地 

       会社名 

       代表者名 

 

   

乙  所在地 

       会社名 

       代表者名 

 



 

別紙 

共同事業実施体制 

 

本業務の実施体制は、業務内容を２つに分け、○を○が担当し、×を×が担当する共同体制と

する。なお、全体の統括は○部長が管理技術者として指揮・管理を行う（下図参照）。 

 

本業務の特徴は以下と捉え、体制を組んだ。 

 

 

 

 

上記の共同体制に基づく、詳細な実施体制の編成理由及び特徴を以下に示す。 

 

 

 

 

 

検討調査実務を担当する者は以下に該当する者が望まれる。 

 

 

 

 

 

上記に掲げたⅰ)～ⅳ)の条件を満たすため、調査実務を担当するメンバーには、○○を配す。 

 

 

 

 

［体制図］ 

 

 

管理技術者：○○部長 ○○ 

検討会の運営及び連絡調整 

担当： 

 

検討会のメンバー（案） 

 

検討調査実務  

担当：（６名） 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

実験 担当： 

・ 

○○ ×× 

おうよう 

○○ 

おうよう 

モニタリング作業 

担当： 

・ 

・ 


